
１．事業概要

直接実施
委託・指定管理 （ : ）

（ : ）
補助金・負担金 （ : ）
その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

429,317 2.28 433,060市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 2.28 425,105 2.18 427,501 2.27

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

-1 -13 -5 0

0

-1 -13 -5 0

458 457

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

①職員給与合計（常勤） 455 461

③退職金相当額

0

人件費合計（①＋②＋③） 482 483 481 486

事業費（支出済額－②報酬合計） 489 460 499 500

償還金利子 0 0 0

27 22 23 29

支
出

970 930 975 986

971 943 980 986

一般財源 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財
源
内
訳

R元年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）
分担金・負担金 令和元年度

歳
　
　
　
出

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.05

500　千円 正規職員等 0.05
500 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

使用料・手数料

千円

24　千円 印刷機用消耗品
使用料及び賃借料 476　千円 電子複写機及び印刷機賃借

500

□

R元年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容
需用費

01 課等の長 福岡　浩一 電話 6284

□

根拠法令等 法律等 社会教育法，地方教育行政の組織及び運営に関する法律，藤沢市公民館条例

事業実施内容

適切な施設・設備等の管理を行い，利用しやすい環境を整えた。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

対象 １．個人 市民 433,060 人

予算科目コード 会計 01 款 11 項 06 目 02

1

事務事業名 公民館管理費 担
当
課

部課名 生涯学習部辻堂公民館

細目 001 説明

未定 年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

公民館の円滑な運営・管理のための施設等の維持管理。

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度

藤沢市　令和２年度事務事業評価シート簡易版（令和元年度分） No.

1



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

1 - 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 生涯学習部 氏名 神原　勇人 確認日 2020.8.24

リスク影響度Ⅱ

19 公民館事業の企画及び実施に関すること 無 無 1

評
価

公民館の円滑な運営・管理をすることができた。

今
後
の
方
針

　事業統合
この事務事業については，令和２年度から公民館運営業務費と統合し，より効率的な運営を図っていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和元年度末時

点の課題

特になし

(2)
(1)解決のための

今後の取組

特になし

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉ

※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

施設等の維持・管理を目的とした事務事業のため，指標の設定はできない。

実
績

-
単位

-
単位

-

単位
-

単位
-

単位

単位
-

単位
成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-

- - - -

2



１．事業概要

直接実施
委託・指定管理 （ : ）

（ : ）
補助金・負担金 （ : ）
その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

429,317 19.98 433,060市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 20.21 425,105 20.04 427,501 20.12

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

-24 -186 -80 6

0

-24 -186 -80 6

6,784 6,764

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

①職員給与合計（常勤） 6,735 6,822

③退職金相当額

0

人件費合計（①＋②＋③） 7,138 7,153 7,131 7,191

事業費（支出済額－②報酬合計） 1,477 1,599 1,586 1,456

償還金利子 0 0 0

403 331 347 427

支
出

8,591 8,566 8,637 8,653

8,615 8,752 8,717 8,647

一般財源 1,456　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財
源
内
訳

R元年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）
分担金・負担金 令和元年度

歳
　
　
　
出

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.74

正規職員等 0.74
1,456 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

使用料・手数料

千円 委託費 283　千円 公民館まつり

933　千円 各種講座.講習等の事業の開催
需用費 225　千円 公民館用事務消耗品

1,456 役務費 15　千円 ピアノ調律

□

R元年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容
報償費

01 課等の長 福岡　浩一 電話 6284

委託等内容 公民館まつり
□

根拠法令等 法律等 社会教育法，地方教育行政の組織及び運営に関する法律，藤沢市公民館条例

事業実施内容

地域住民の生活文化の振興及び教養の向上を図るとともに，市民の自主的な学習文化活動を支援し，生涯学習を推進
するため，次の事業を実施した。
・各種学級・講座等事業の実施
・公民館まつりの開催

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 辻堂公民館まつり実行委員会

対象 １．個人 市民 433,060 人

予算科目コード 会計 01 款 11 項 06 目 02

2

事務事業名 公民館運営業務費 担
当
課

部課名 生涯学習部辻堂公民館

細目 003 説明

未定 年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

社会教育事業の企画実施等，公民館運営を行う。

事業開始年度 平成 23 年度 終了（予定）年度

藤沢市　令和２年度事務事業評価シート簡易版（令和元年度分） No.

3



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

2 - 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 生涯学習部 氏名 神原　勇人 確認日 2020.8.24

リスク影響度Ⅱ

21 公民館事業の企画及び実施に関すること 無 無 3 3

評
価

さまざまな分野の学習提供及び自主的な活動の場の提供を行い，市民の多様な学習要望に応えるとともに，多数の市民参加を
得ることで，学習支援促進を図るという目的は達成できた。

今
後
の
方
針

　事業統合
この事務事業については，令和２年度から公民館管理費と統合し，より効果的，効率的な運営を図っていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和元年度末時

点の課題

子どもや子育て世代対象事業を多く取り入れ，若年世代の公民館参加を促しているが，未だサークル加入者等
の高齢化は進んでいる。

(2)
(1)解決のための

今後の取組

地域担当と協力し，公民館事業を行うことにより，公民館事業参加者と地域やサークルとの距離を縮めていく必
要がある。

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉ

※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

人 人 人 人

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

人 人 人 人

実
績

10,225
単位

8,049
単位

10,629

単位
8,295

単位
7,501

単位

単位
9,805

単位
成
果
実
績

指
標
名

公民館事業参加者数

目
標

7,875
単位

8,325

840.20 1,064.23 812.59 882.51

4


